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芦森工業株式会社による消防用ホースの回収について 
 
芦森工業株式会社による消防用ホースの回収については、本年１月２９日付

け事務連絡によりお知らせしたところですが、このたび、芦森工業株式会社に

おいて、その後の安全確認の結果を踏まえ、同社製ホースについて、別添１の

とおり追加的に自主回収が行われることとなりましたので、お知らせします。

この結果、自主回収対象となっている同社製ホースの一覧は別添２のとおりで

す。 
なお、芦森工業株式会社は、不具合のおそれがある型式・製造年の製品のう

ち、一般的な耐用年数にかんがみ、平成２０年を基点とし、主に消防機関等が

使用するホースは過去７年、消火栓用ホースは過去１０年の間に製造されたも

のを自主回収の対象としたとのことですが、自主回収対象以外の製品について

も、ユーザー側の要望に応じ安全点検を実施するとともに、実際に不具合のあ

る製品が確認された場合には、回収等について個別に協議するとのことですの

で、念のため申し添えます。 
各都道府県消防防災主管課におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防

の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対し、この旨を周知されるよう

お願いします。 
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製品の追加自主回収について 

 
平成 20 年 10 月に発覚いたしました当社製消防用・消火栓用ホース (以下、「当社製ホ

ース」といいます。) の個別検定受検時における不正問題により、みなさまに多大なるご

迷惑をおかけしておりますことを心よりお詫び申しあげます。当社では、本不正問題に関

連し、お客様に当社製ホースを安全にお使いいただくことを目的として、市場に流通して

いる当社製ホースについて安全確認を実施してまいりました。 

当社は、この安全確認の結果、使用頻度や使用条件等によっては製品寿命に影響を及ぼす

可能性のある製品が確認されたため、平成22年1月28日に第1回目の自主回収を公表し、

このたび、安全確認を終了したことから、自主回収に関する最終公表をさせていただくこ

とといたしました。 

なお、第 1回目の公表以降、追加で自主回収対象とさせていただいた製品がございます。 

自主回収対象製品一覧につきましては、お手数ではございますが、当社のホームページ

でご確認いただきますようお願い申しあげます。 

該当製品をお持ちのお客様は下記の回収窓口へご連絡をくださいますようお願い申し

あげます。該当製品は無償で交換させていただきます。 

みなさまには、大変なご心配とご迷惑をおかけすることを心よりお詫び申しあげます。 

 
 

記 

 
１．自主回収に関するお問い合わせ先 
芦森工業ホース回収窓口(フリーダイヤル) 
消防関係(消防署、消防団)のお客様：０１２０－００７－４６６ 
消火栓関係 ( 上記以外 ) のお客様：０１２０－２４４－５５７ 
受付時間（土日祝除く 午前９時～午後６時） 
※12 月 23 日（木）、25 日（土）は、通常どおり受付けをいたします。また年末は、12 月

28 日（火）まで、年始は 1月 4日（火）から受付けをさせていただきます。 

※詳細は当社のホームページ（http://www.ashimori.co.jp）でご覧いただけます。 

 
 
 
 
 

別紙 

010288
テキストボックス
 別 添 1

011673
テキストボックス



 
 

２．追加自主回収対象製品 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ご参考) 
【ホースの個体識別方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．自主回収の対象本数等 

最終的に自主回収の対象となった合計本数は 57 万本であり、そのうち今回の追加自主

回収本数は 16 万本です。なお、今回が安全確認の終了に伴う最終公表であり、今後、対

象製品が追加されることはございません。 
 
４．業績への影響 

上記製品追加自主回収の対策費用につきましては、対策費用見積額として、8 億 50 百万

円を平成 23 年 3 月期第 3 四半期(連結･個別)において特別損失に計上いたします。詳細に

つきましては、本日公表の「特別損失の計上および業績予想の修正に関するお知らせ」を

ご参照ください。 

 

 

以 上 

【消火栓用ホース】 

型式番号 製造年 

コ第 4～14 号 2007，2008 

コ第 12～7 号 2000，2001，2003～2008 

コ第 53～32 号 2004，2008 

コ第 53～32～1 号 1999～2007 

コ第 61～13 号 2002，2005 

型式番号や製造年等の表示は、各ホースの受け金具

に近いホース本体部分に印刷されています。 

ジェットホース 

ビ ル Ｓ
JET

アシモリ

コ第１５～４２号 ２００８

使用圧 0.7 ４０×１５m

型式番号 製造年

【検】

(注)消防用ホースの新規追加対象製品および平成 22 年 1 月 28 日公表分を含む全対象製品 
一覧につきましては、前記の当社ホームページでご確認いただきますようお願いいたします。 

 



自主回収対象製品一覧

【消防用ホース】 

区分 使用圧 呼 称 自主回収対象 型式番号 
自主回収対象 製造年 

すでに公表した製品(2010/1/28) 新規追加製品 

消 

防 

用 

１.６ 

６５ 

コ第７～１３号 ２００８ ２００２～２００７ 

コ第１１～１１号  ２００２～２００５ 

コ第１４～９号  ２００５，２００７，２００８ 

コ第１４～１０号 ２００８ ２００５～２００７ 

コ第１４～１０～１号  ２００３～２００８ 

コ第１５～１号  ２００５～２００８ 

コ第１５～４号 ２００４，２００７，２００８ ２００５, ２００６ 

コ第１５～４～１号  ２００３～２００８ 

コ第５１～２号  ２００２，２００４，２００７，２００８ 

コ第５２～１８～２号  ２００２，２００４，２００５ 

コ第５８～１１～５号  ２００２～２００７ 

コ第５８～１１～６号  ２００８ 

６５/５０ コ第１１～１６号  ２００２～２００６ 

５０ 

コ第１～１０号 ２００８ ２００３～２００７ 

コ第１～１０～１号 ２００７ ２００８ 

コ第１１～１２号  ２００２～２００８ 

コ第１５～３号 ２００７ ２００３～２００６, ２００８ 

コ第１５～１７号  ２００４～２００８ 

コ第５９～５～６号  ２００６～２００８ 

５０/４０ 
コ第１１～１７号  ２００２ 

コ第１１～１７～１号  ２００７ 

４０ 

コ第３～４号  ２００７, ２００８ 

コ第３～４～１号  ２００７, ２００８ 

コ第１１～１３号  ２００２～２００８ 

コ第１５～１８号  ２００３～２００５，２００７，２００８ 

コ第１５～１８～１号  ２００４ 

コ第５１～２５号  ２００２～２００４，２００６～２００８ 

１.３ ６５ 

コ第２～２～１号  ２００２, ２００３ 

コ第２～２～３号  ２００２, ２００４ 

コ第１０～８～１号  ２００２, ２００３ 

コ第１０～８～２号  ２００３ 

コ第１１～１８号  ２００２～２００５, ２００７ 

コ第１４～１１号 ２００８ ２００２～２００７ 

コ第１４～１１～２号  ２００８ 

コ第１４～２１号 ２００７，２００８ ２００３～２００６ 

コ第１４～２１～１号 ２００８ ２００３～２００７ 

コ第１５～６号 ２００４，２００８ ２００５～２００７ 

コ第１５～６～１号 ２００８ ２００３～２００７ 

コ第１５～２８号  ２００８ ２００３～２００７ 

コ第１８～４７号 ２００８ ２００７ 

コ第５１～２３号  ２００２～２００４，２００６～２００８ 

コ第５８～１４～１号 ２００７，２００８  

  

別 添 ２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 使用圧 呼 称 自主回収対象 型式番号 
自主回収対象 製造年 

すでに公表した製品(2010/1/28) 新規追加製品 

消 

防 

用 

１.３ 

６５／５０ コ第１１～１４号  ２００２～２００８ 

５０ 

コ第１～８号  ２００３～２００８ 

コ第１～８～１号  ２００４～２００８ 

コ第２～９号 ２００８ ２００２～２００７ 

コ第２～９～１号  ２００２～２００８ 

コ第８～１２号  ２００２～２００７ 

コ第１５～１６号 ２００７ ２００３～２００６, ２００８ 

コ第１５～１６～１号  ２００３, ２００６～２００８ 

コ第６０～４～１号  ２００２～２００７ 

コ第６０～４～３号  ２００２～２００５, ２００８ 

コ第６０～４～４号  ２００２～２００８ 

５０/４０ 
コ第１１～１５号  ２００２，２００４ 

コ第１１～１５～１号  ２００７ 

４０ 

コ第３～３号  ２００２～２００８ 

コ第３～３～１号  ２００７, ２００８ 

コ第４～１３号  ２００２～２００８ 

コ第４～１３～１号  ２００２～２００８ 

コ第１５～７号  ２００３～２００６ 

コ第 1５～７～１号  ２００３ 

コ第５３～６号 ２００８ ２００２～２００７ 

コ第５３～６～１号  ２００３ 

コ第５３～６～２号  ２００４，２００６ 

コ第５３～７号 ２００７ ２００２～２００６, ２００８ 

コ第５３～７～１号  ２００２，２００６～２００８ 

コ第５３～７～２号  ２００４，２００５，２００７ 

 

【消火栓用ホース】 

区分 使用圧 呼 称 自主回収対象 型式番号 
自主回収対象 製造年 

すでに公表した製品(2010/1/28) 新規追加製品  

消
火
栓
用 

０.９ 

６５ 

コ第５３～３２号  ２００４，２００８ 

コ第５３～３２～１号  １９９９～２００７ 

コ第６１～１３号 ２００４，２００６～２００８ ２００２，２００５ 

６５/５０ 
コ第１２～５号  ２０００ 

コ第１２～７号  ２０００，２００１，２００３～２００８ 

５０ コ第１２～３号 ２００８  

２５ コ第５４～６～１号  １９９９，２００３，２００５ 

０.７ ４０ 

コ第４～１４号  ２００７，２００８ 

コ第７～２８号 ２００３，２００４  

コ第１０～４号 ２０００，２００１  

コ第１５～８号   ２００４，２００８ 

コ第１５～２７号  ２００４～２００６  

コ第 1５～４２号 ２００５，２００８  
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